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要 旨
2017年FinancialTimesGlobalMBARanking上位の欧米10校と2017年専
門職大学院一覧（MBA）の日本23校のビジネススクールを調査し、アントレプレ
ナーシップ専攻・コース、科目内容、実践活動を比較した。
調査結果から4点が明らかとなった。1）欧米全10校と日本7校にアントレプ
レナーシップ専攻・コースがある。2）代表的なアントレプレナーシップ9科目の
内2科目（アイデア形成・機会獲得、中小企業マネジメント）に科目設定の有無
がある。3）実践活動は欧米全10校、日本3校で実施されている。4）アントレプ
レナーシップ支援センターは欧米全10校、日本2校にある。
Ⅰ はじめに
１ 背景
（1）日本の起業環境の現状
GlobalEntrepreneurshipMonitor（GEM）調査は、1999年に日本を含めた10ヶ国か
ら開始され、2016年には66ヶ国の起業活動が国家経済に及ぼす影響について国際比較
している。GEM調査の研究目的は、ベンチャー企業の成長プロセスを解明し、起業活動
を活発にする要因を把握し、その上で経済成長や競争力、雇用など各国の政策担当者にとっ
て重要な政策方針を提供することである（みずほ情報総研2017）。
2016年GEM調査で主要7ヶ国（米国、日本、ドイツ、イギリス、フランス、イタリア、
中国）の内、米国、イギリス、中国が起業活動の状況（行動）の総合的な起業活動指数 1
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1 みずほ情報総研（2017）によると、総合起業活動指数（TotalEarlyStageEntrepreneurialActivity:
TEA）とは、各国の起業活動の活発さを示す指標である。各国のアントレプレナー数は、誕生期と乳幼
が高い。また、起業活動を取り巻く環境（態度）の項目である1）起業活動の浸透、2）
事業機会の認知、3）事業機会を実現するための知識・能力・経験、4）職業選択に対す
る評価、5）アントレプレナー（起業家）の社会的な地位に対する評価などが他国と比較
して高い傾向があることが明らかとなった。一方、日本は、上記の主要7ヶ国の中で、
起業活動の状況（行動）の項目である1）総合的な起業活動指数、2）将来の起業計画が
極めて消極的である。また、起業活動を取り巻く環境（態度）の項目である1）事業機会
の認知、2）事業機会を実現するための知識・能力・経験、3）将来の起業計画、4）職業
選択に対する評価、5）アントレプレナーの社会的な地位に対する評価が主要7ヶ国の中
で最も低い。この結果は、一時的なものではなく、2011年以降の長期的な結果であるた
め、日本の起業活動は低調であることが明らかとなった。
（2）起業に関する人材育成
日本のMBAアントレプレナーシップ教育は、経済産業省の「ベンチャーチャレンジ
2020」、文部科学省のEDGEプログラム（グローバルアントレプレナー促進事業）、平成
28年度文部科学省先導的経営人材養成機能強化促進委託事業の調査報告書、同シンポジ
ウム などから、大学・大学院生に起業への関心を促し、世界市場にチャレンジできるア
ントレプレナーシップの教育に焦点をあてていることがわかる。また、新規事業を創出す
る人材の育成、起業サポートを積極的に行っており、日本のビジネススクールにおけるア
ントレプレナーシップ教育への期待は高い。しかし、大和総研（2009）の平成20年度大
学・大学院における起業家教育実態調査によると、アントレプレナーシップ教育を実施す
る日本の大学・大学院は増加傾向にあるものの、米国と比較すると、実施科目数で5分
の1程度である（日本：928科目、米国：約5,000科目）。さらに、基礎から実践に至る
までの段階的で多様性のあるアントレプレナーシップ教育を提供している大学が日本では
少ないことが指摘されている。
２ 先行研究
（1）アントレプレナーシップの定義
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児期のアントレプレナー数の合計である。誕生期は、「独立・社内を問わず、新しいビジネスを始めるた
めの準備を行っており、かつまだ給与を受け取っていないまたは受け取っている場合その期間が3カ月
未満である人」である。乳幼児期は、「すでに会社を所有している経営者で、当該事業からの報酬を受け
取っている期間が3カ月以上3.5年未満の人」である。これらのアントレプレナー数が成人人口に占め
る割合（％）がTEAである。
アントレプレナーシップは、経済・社会状況を反映し、経済の効率性を向上させ、イノベー
ションをもたらし、雇用を促進する意味において重要である（ShaneandVenkataraman
2000）。アントレプレナーシップに関して広義の定義は、個人の成長、創造性、自立性、
先導性、行動性を伴い、起業思考を兼ねそなえていることである（Lack・us2015）。狭義
の定義は、機会獲得、事業開発、自己雇用、ベンチャー創成・発展などを伴いビジネスを
起こすアントレプレナー（起業家）になることである（FayoleandGaily2008;QAA
2012;Mahieu2006）。
（2）アントレプレナーシップ教育の定義とモデル
Mwasalwiba（2010）は、アントレプレナーシップ教育の定義には、目的、参加者、プ
ログラム、教授法が必要であると主張する。アントレプレナーシップ教育の目的は、起業
思考の向上やアントレプレナーの育成である。アントレプレナーシップ教育の参加者は、
大学機関に所属するビジネス専攻の学習者が最も多く、次に中小企業の社員である。アン
トレプレナーシップのプログラムには、種類、対象者、科目内容、実践活動が含まれる。
そのプログラムを構成する代表的な9つの科目は、ファイナンス・資金管理、マーケティ
ング、アイデア形成・機会獲得、ビジネスプラン、成長戦略、組織構成・チームビルディ
ング、ベンチャー創成、中小企業マネジメント、リスク管理である。
実践活動は、学習者が大学で学習してきたことを実践することができる。例えば、海外・
国内の提携大学や企業の協力を得て、フィールドワークを行い、起業機会を発見し、新規
ビジネスを立ち上げることである。もしくは、学内のインキュベーターなどを利用し、
ベンチャー創成の準備をすることである。教授法に関しては、講義・理論、ケーススタ
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図１ Mwasalwiba（2010）アントレプレナーシップ教育モデル
ディ、グループディスカッション、ビジネスシミュレーションなどを主に活用している。
Mwasalwiba（2010）は、アントレプレナーシップ教育のモデル（図1）として上記の
4つの要素（目的、参加者、プログラム、教授法）に教育の効果測定を加えた5つの要素
を提唱している。
３ リサーチ・クエッション
前述のように、Mwasalwiba（2010）は、アントレプレナーシップ教育モデルによって
明らかになっている。しかし、ビジネススクールにおけるアントレプレナーシップ教育
の具体的なプログラムに関しては、十分な議論がなされていない。本稿では、2017年
FinancialTimesGlobalMBARankingに記載されている欧米ビジネススクール上位10
校と文部科学省の2017年専門職大学院一覧（MBA）に記載されている日本のビジネス
スクール23校のアントレプレナーシップ教育プログラムの有無とプログラム（科目内容・
実践活動）について明らかにする。
Ⅱ 研究方法
調査方法は、調査対象の欧米と日本のビジネススクールのホームページまたは学校案内
からの情報を基に、アントレプレナーシップ教育プログラムの有無とプログラム（科目内
容・実践活動）を調査した。調査項目は次の3点である。1点目は、アントレプレナーシッ
プ専攻・コースの有無である。2点目は、アントレプレナーシップ教育プログラムを構成
する代表的な9つの科目（ファイナンス・資金管理、マーケティング、アイデア形成・
機会獲得、ビジネスプラン、成長戦略、組織構成・チームビルディング、ベンチャー創成、
中小企業マネジメント、リスク管理）の有無と必須・選択の区分である。3点目は、実践
活動、それに準ずるアントレプレナーシップ支援の有無である。調査期間は、2018年
1月から5月である。
Ⅲ 調査結果
１ 専門職大学院（MBA）のアントレプレナーシップ専攻・コース
平成29年度専門職大学院（MBA）一覧に記載されている23校の内アントレプレナー
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シップ専攻・コースがあるのは7校（小樽商科大学大学院商学研究科アントレプレナー
シップ専攻、九州大学大学院経済学府産業マネジメント専攻、早稲田大学大院経営管理研
究科経営管理専攻、SBI大学院大学経営管理研究科アントレプレナー専攻、事業創造大
学院大学事業創造研究科事業創造専攻、関西学院大学大学院経営戦略研究科経営戦略専攻、
ビジネス・ブレークスルー大学大学院経営学研究科経営管理専攻）である（表1）。
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出所）文部科学省（2017）「専門職大学院一覧（平成29年度5月現在）」をもとに加筆修正。
表１ 平成29年度 専門職大学院一覧（MBA）＜平成29年5月1日＞
2 平成29年度 専門職大学院一覧では、研究科名はリストに記載されているが、表1では、研究科名は
省略している。
3 2018年4月から一橋大学大学院国際企業戦略研究科金融戦略・経営財務コースは、専門職学位課程
から修士課程に変更している。
２ アントレプレナーシップ教育プログラムを構成する科目
FinancialTimes（2018）の2017年FinancialTimesGlobalMBARankingに記載さ
れている欧米ビジネススクール上位10校においては、アントレプレナーシップ専攻・コー
スが全10校にある。文部科学省（2017）の2017年専門職大学院一覧（MBA）に記載さ
れている日本のビジネススクールは7校である。アントレプレナーシップ教育プログラ
ムを構成する代表的な9つの科目（ファイナンス・資金管理、マーケティング、アイデ
ア形成・機会獲得、ビジネスプラン、成長戦略、組織構成・チームビルディング、ベンチャー
創成、中小企業マネジメント、リスク管理）の有無と必須・選択を調査した（表2）。調
査対象の国内外のアントレプレナーシップ専攻・コースが存在するビジネススクール17
校で7科目（ファイナンス・資金管理、マーケティング、ビジネスプラン、成長戦略、
組織構成・チームビルディング、ベンチャー創成、リスク管理）はプログラムに科目が設
定されていた。ファイナンス・資金管理、マーケティング、成長戦略、組織構成・チーム
ビルディング、リスク管理に関しては、必須科目として設定されているビジネススクール
が大半を占めた。アイデア形成・機会獲得、ビジネスプラン、ベンチャー創成、中小企業
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出所）欧米と日本のビジネススクールのホームページまたは学校案内を参照して著者作成。
表２ アントレプレナーシップ教育プログラムを構成する科目 ◎必須科目 ○選択科目 ×科目なし－不明
マネジメントに関しては、選択科目である学校が多い。2科目（アイデア形成・機会獲得、
中小企業マネジメント）に関しては、各ビジネススクールで科目設定の有無があることが
明らかとなった。
３ アントレプレナーシップ科目、実践活動、支援センター
調査対象の国内外のアントレプレナーシップ専攻・コースが存在するビジネススクール
17校のアントレプレナーシップ科目、実践活動、その活動に準ずるアントレプレーシッ
プ支援センターの有無を調査した（表3）。表3に、アントレプレナーシップ科目設定の
有無がある科目内容（アイデア形成・機会獲得、中小企業マネジメント）など選択科目を
中心に記載する。実践活動は科目名を、支援センターはその名称を記載する。
調査結果から、2017年FinancialTimesGlobalMBARankingの上位10校の内、全
10校が実践活動を実施しており、アントレプレナーシップ支援センターがあることが明
らかになった。一方、日本のビジネススクールに関しては、実践活動を実施しているのは、
3校（九州大学大学院、早稲田大学大学院、事業創造大学院大学）である。アントレプレ
ナーシップ支援センターがあるのは2校（九州大学大学院、早稲田大学大学院）である
ことが明らかとなった。
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表３ アントレプレナーシップ科目、実践活動、支援センター
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出所）欧米と日本のビジネススクールのホームページまたは学校案内を参照して著者作成。
4 括弧内のクラスは、ロバート・ファン アントレプレナーシップ・センターが運営している。
5 括弧内のクラスは、グローバルエデュケーションセンター（GEC）が運営している。起業家養成講座
Ⅰ・Ⅱは早稲田大学商学部が運営している。
Ⅳ 提言と今後の課題
本稿では、Mwasalwiba（2010）のアントレプレナーシップ教育モデルにあるプログラ
ムに注目し、2017年FinancialTimesGlobalMBARankingに記載されている欧米ビジ
ネススクール上位10校と文部科学省の2017年専門職大学院一覧（MBA）に記載されて
いる日本のビジネススクール23校を対象に、アントレプレナーシップ専攻・コース、科
目内容、実践活動、その活動に準ずるアントレプレナーシップ支援センターを比較した。
アントレプレナーシップ教育プログラムの内容に関する先行研究では、種類、対象者、科
目内容、実践活動が含まれることは明らかになっていたが、個別のビジネススクールを対
象にした科目内容、実践活動の詳細については明らかとなっていなかった。
調査結果から4点明らかになった。1点目は、欧米では全10校と日本では7校でアン
トレプレナーシップ専攻・コースがある。2点目は、アントレプレナーシップ教育プログ
ラムを構成する代表的な9つの科目の内2科目（アイデア形成・機会獲得、中小企業マ
ネジメント）に科目設定の有無がある。3点目は、実践活動は、欧米では全10校、日本
では3校で実施している。4点目は、アントレプレナーシップ支援センターは欧米では全
10校にあるのに対し、日本では2校のみである。
本調査から判明する諸点として、欧米のトップビジネススクールと比較すると、日本の
ビジネススクールのアントレプレナーシップ教育プログラムは、アントレプレナーシップ
教育の専攻・コースが少なく、アントレプレナーシップ科目の設置数、内容とも見劣りし
ている。また、実践活動とそれを支援するための支援機能も不十分である。以上のことか
ら、日本のビジネススクールのアントレプレナーシップ教育に関して、アントレプレナー
シップ教育の科目内容を検討し、アントレプレナーシップ教育の専攻・コース、実践活動、
アントレプレナーシップ支援センターを拡充する必要がある。つまり、日本のアントレプ
レナーシップ教育プログラムは、質・量とともに検討する必要がある。
最後に、本調査の限界と今後の課題について述べる。文部科学省の2017年専門職大学
院一覧を基にリストを作成しているため、専門職大学院以外の修士課程の大学院について
は調査対象ではない。また、本調査は、各ビジネススクールのホームページまたは学校案
内を基に実施しているため、選択科目の詳細などの情報が反映されていない可能性がある。
本稿の今後の課題は、アントレプレナーシップ教育の専攻・コース、科目内容、実践活動、
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アントレプレナーシップ支援センターという観点から、日本のビジネススクールのアント
レプレナーシップ教育プログラムを具体的にどのように拡充していくのかについて今後の
研究を進めたい。
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